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論文の内容の要旨
(自的)
育児環境の変化に伴い、育児不安を抱える乳幼児の母親が増加している。母親の育児不安が高まると不適
切な養育行動につながりやすいことが知られている。虐待やネグレクトなどの子育てをめぐる社会問題の解
決は重要であるが、効果的な支援が提供されていない現状がある。したがって、育児不安を抱える養育者を
とごう支援するかを考える必要がある。
育児不安の高さには、見通しの有無に対する認知の仕方、すなわち、考え方や感じ方が関わると考えられ
るため、その認知の仕方を変容する必要があると考えた。そのために、認知に影響を与えると言われている
自己イメージ脚本について検討することとした。
そこで本研究は、乳幼児をもっ母親の育児不安への効果的な支援のための示唆を得ることを自擦とし、研
究Iでは、調査研究により、乳幼児をもっ母親の自己イメージ脚本と育児不安との関連について、研究Eは、
調査研究により、自己イメージ脚本に影響していると考えられる不安気質発現認知や被養育体験を測定し、
それらと自己イメージ脚本や育児不安との関連について検討した。これらの調査結果をふまえ、研究皿では、
乳幼児をもっ母親への自己イメージ脚本変容支援を行い、その介入効果を検討し、育児不安への効果的な支
援法について考察した。
(方法)
研究 Iでは、 5市の公立幼稚園・保育所に通う乳幼児の母親と F医院で出産した乳幼児の母親 (nニ7645、
有効回答率:53.0%、平均年齢:34.05 :t 4.69歳)を対象に自記式質問紙調査を行い、自己価値感や自己抑
制型行動特性で測定する自己イメージ脚本や支援認知と育児不安感との関連を分散分析や共分散構造分析に
よりt食言すした。
研究Eでは、 E市の公立幼稚園・保育所に通う乳幼児の母親と F医院で出産された乳幼児の母親 (n=1l78、
有効回答率:51.6%、平均年齢:34.l8 :t 4.69歳)を対象に、自己イメージ脚本に影響すると考えられる遺
伝的気質や被養育体験を加えた自記式質問紙調査を行い分析した。
研究盟では、研究 1Iから明らかになったモデルに基づき、乳幼児をもっ母親を対象として、育児不安へ
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の支援につながると考えられる異なる 3つの介入研究を行った。それは、気質コーチング法予備介入 (nこ6、
1回2時間)、パートナーシップコーチング法予備介入 (nニ6、l回2待問の計4回)、 SATイメージ療法介
入 (nニ17、1回2時間、非介入群を設けた)である。それぞれの介入効果や短期持続効果をノンパラメトリッ
ク検定により検討した。
(結果)
研究 iの調査からは、自己価値感が高く自己抑制度が低いという「自己報酬追求型自己イメージ脚本Jが
「育児不安の高さjに対し、負の有意な関連を示し、共分散構造分析によるモデルからは、負の因果関係が
推察できた。また、「支援認知の高さJは「自己報酬追求型自己イメージ脚本Jに対して正の影響が推察でき、
「支援認知の高さ」は「育児不安の高さjに対して間接的に影響していた。
研究Eでは、不安気質発現認知の高群と低・中群では、自己イメージ脚本や支援認知、育児不安の全てに
おいて有意な得点差があり、母親の養育態度認知の高群と低・中群では、自己抑制度を除いた全てにおいて
有意な得点差が見られた。構築したモデルからは、物事をネガテイブに考え感じやすい「不安気質の高発現
認知jが「自己報酬追求型自己イメージ脚本Jや「肯定的な両親の養育態度Jに負の影響を与えていた。ま
た、「肯定的な両親の養育態度Jは「支援認知の高さJに正の影響を与え、「支援認知の高さ」は f自己報酬
追求型自己イメージ脚本」に正の影響を与えることが推察された。そして、「自己報酬追求型自己イメージ
脚本jは「育児不安の高さJに強い負の影響を与えていた。
研究Eの気質コーチング法予備介入の結果、自己価値感や自己抑制型行動特性、家族の情緒的支援認知が
介入車後に改善したが、一ヶ月後には元に戻っており、育児不安は有意な変化が見られなかった。パートナー
シップコーチング法予備介入の結果は、自己イメージ脚本には変化は見られなかったが、育児不安感は介入
直後に改善し、一ヶ月後も維持された。 SATイメージ療法介入を行った結果は、自己イメージ脚本、育児
不安が改善し、三ヶ月後まで維持された。
(考察)
不安気質の母親は物事のネガテイブに捉えやすさを持っており、幼少期の被養育態度も否定的に認知して
いた。ネガテイブな記憶情報による現実の認知は、周りの支援認知もネガテイブにし、自分への認知もネガ
テイブで自信がなく、自分を抑えて題りに服従するといった他者報酬追求型の自己イメージ脚本になること
が推察できた。そのため氾癒する育児情報に翻弄されやすく、世間体や他者を気にした育児行動になりやす
い。他者評価に依存した育児は、育児不安が高まることになる。過度な育児不安があるため、さらに周りを
気にした育児になり、母親の主体性が持てず、より見通しがなくなり、ストレスを抱えると考えられた。本
研究から育児不安の高さには、他者報酬追求型の自己イメージ脚本があること、またそのような自己イメー
ジ脚本の形成には、元々持ち合わせている不安気質や幼少期の被養育態度の否定的な認知が影響しているこ
と治宝明らかになった。
育児不安はだれでも抱えるものではあるが、過度な育児不安は先行研究でもいわれているように不適切な
養育態度につながりやすい。しかしながら、育児不安には自己イメージ脚本が関係していることから考えれ
ば、育児不安を抱えないように支援することではなく、母親が育児不安を活用できる自己報酬追求型の自己
イメージ脚本を持てるように支援することが必要だという示唆が得られた。
そこで、自己イメージ脚本の変容のために、まず、自己イメージ脚本に直接影響力をもっ不安気質が問題
である。気質は遺伝子に規定されているといわれていることから、生涯変わらないものである。もって生ま
れた不安気質を活かした生き方ができるように、その態度や行動特性の理解とセルフケア法の知識を増やし、
その知識を活用することにより考え方を変えるという気質コーチング法による介入を行ったが、知識が増え
ただけでは自己イメージ脚本が変化することはなく、確かに考え方は変わるものの感じ方は変わらないため
に、育児不安の軽減にはつながらなかったと推察できた。また、自己イメージ脚本に直接影響力を持つもう
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一つの要因であった支援認知の変容のために、パートナーシップコーチング法介入を行ったが、やはり自己
イメージ脚本が変容することはなかった。パートナーシップコーチング法介入により育児不安が軽減された
のは、パートナーとの良い関係やパートナーへの理解が深まり、パートナーに期待できることと期待できな
いことの区別がついたことにより、見通しが得られたのではないかと考えられる。どちらの介入も自己イメー
ジ脚本を変容するに至らなかったために、自信がなく服従する態度は変わらない。
そこで、 SATイメージ療法により被養育体験の否定的な認知の変容を試みたところ、自己儲f直感や自己
抑制度に良方向への変化が見られ、育児不安の軽減も見られた。この介入は、養育者の報酬系の表情イメー
ジを創造するものである。不安気質を持ち合わせていると、見通しを得るために未来に対しての最悪の状況
を避けようとして養育者の嫌悪系の表情を敏感に感じとり行動していると推察できる。そのため嫌悪系の表
情イメージを記憶しやすいと推察する D この養育者の嫌悪系の表情イメージを自分のあるがままを無条件に
慈しむ養育者の報酬系のイメージを創造でつくり、さらには、それを定着させるための表情表象を持ち、繰
り返し見ることで、イメージが定着すると自己への認知の変容が起こったと推察する。母親は自己報酬追求
型の自己イメージ脚本がもてることで、生じた育児不安に積極的に対処できることが伺えた。
乳幼児をもっ母親の育児不安への支援には、気質のセルフケア、良好な関係性構築を促す解釈性の認知変
容は必要ではあるが、報酬系の養育者イメージを創造し自己イメージ脚本を変容する感受性の認知変容が有
効であろうと考えられた。
審査の結果の要旨
育児不安の問題は、様々な子育ての社会問題と結びつきやすいことがわかっていることから、取り組むべ
き重要な課題である。本研究は、育児不安の心理社会的要因とその支援法までを視野に入れた研究に取り組
み、成果を確認したヒューマン・ケア科学らしい研究と評価できる。一部、結果の解釈の仕方が断定的で誤
解を招きやすい表現があること、本研究の介入成果がどのように現場の専門職などによって応用できるのか
がわかりにくいこと、結論をもっと明確に記述することなどの指摘を受け、それに対して修正を行った。
平成 23年 12月28日、学位論文審査委員会において、審査委員全員出席のもと論文について説明を求め、
関連事項について質疑応答を行い、最終試験を行ったD その結果、審査委員全員が合格と判定した。
よって、著者は博士(ヒューマン・ケア科学)の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。
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